
市町実態調査結果

平成30年７月30日

市町担当者緊急対策会議
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（１）避難勧告等の発令基準１
＜概要＞
適時・適切に避難勧告等を発令するためには、予め具体的な避
難勧告の発令基準や伝達の方法などを定めた「避難勧告等の判
断・伝達マニュアル」の整備が必要。

＜ガイドラインの主な改訂＞
H17.3　ガイドライン策定（H16一連の災害）

H26.4　屋内安全確保の明示。避難勧告等は空振りを恐れず早
めに出すことを強調。（東日本大震災・H21佐用町）

H27.8　避難準備情報の活用。屋内安全確保の周知。（H25伊豆大
島、H26広島市）

H29.1　ガイドラインの改訂（H28台風第10号岩手県岩泉町）

●内容の充実
①避難勧告等を受け取る立場に立った情報提供の在り方
②要配慮者の避難の実効性を高める方法
③躊躇なく避難勧告等を発令するための市町の体制構築
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（１）避難勧告等の発令基準２
＜主な意見＞

●複数指標で総合的に判断す
るものとなっているため、具体的
で明確な判断基準が必要。

●大雨特別警報により、水位や
土砂警による発令基準を繰り上
げる等の対応を取るべきか今後
検討が必要。

●想定最大規模に対する避難
勧告等発令対象範囲の見直し

●避難準備・高齢者等避難開
始の早めの発令について検討

（１－１）見直しの必要性の有無
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（２）特別警報発表時の防災体制１
（H25.10.10危対第99号より）

３　特別警報発表時の対応

○　災害対策本部の設置

○　迅速かつできるだけ多くの手段による住民周知

○　避難勧告等の発令と住民の命を守る行動を支援

５　防災計画への位置付け

　対応を具現化するために、各種防災計画（地域防災計画、
水防計画、避難判断マニュアル等）へ位置付ける。また、『避
難勧告等の判断・伝達マニュアル』は、実績や他市町の住民
避難事例などを考慮し、特に被災形態や避難時の事態の進
展状況・時間帯などに応じた避難行動の観点から適宜修正
を行い充実化に努めること。
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（２）特別警報発表時の防災体制２
＜主な意見＞

●特別警報発表時、全職員参
集の災害対策本部体制である
が、より切迫した事態となってい
る中で、職員の参集可否や参集
後の対応等について、再度検討
する必要がある。

●特別警報発表時の防災体制
について、マニュアル等への掲
載を検討

（２－１）特別警報発表時の防災体制が決まっている

（２－２）見直しの必要性の有無
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（３）気象情報や避難勧告等の伝達方法１
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（３）気象情報や避難勧告等の伝達方法２

＜主な課題・意見＞

●防災行政無線の防災ラジオ
は希望者にのみ販売のため、
確実な伝達方法に懸念

●個別に伝えることができる伝
達手段（携帯電話アプリ等）が
必要

●ウェブサイトへの公表方法

●伝達内容（文言等）

●住民自らが情報を得られるシ
ステムの導入。（簡易水位計に
よる水位観測等）

（３－１）伝達方法が決まっている

（３－２）見直しの必要性の有無
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（４）ホットライン１
＜概要＞

　平成28年８月の台風による豪雨では、岩手県の管理する
河川において、市町村長が河川の状況を把握することがで
きない状況下で甚大な被害が発生した。

＜ホットライン構築に関する経緯＞

H17年～：国管理河川で、河川事務所長から市町村長に対

　　　　　　して直接連絡する仕組み（ホットライン）を構築

H29.2 「中小河川におけるホットライン活用ガイドライン」策定

●現在の状況　

　県は、平成29年６月に関係市町とホットライン構築を完了

河川管理者（土木事務所長）⇔市町長等（洪水予報、水位

周知河川が存する全市町）
- 13 -

（４）ホットライン２

＜主な課題・意見＞

●国、県の見直しがある場合、
見直しが必要と思われる。

（４－１）ホットライン体制の見直しの必要性
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（５）浸水想定等に対応した避難場所１
＜水害ハザードマップ作成の手引き（平成28年4月国交省水防企画室）P15＞

　市町村は水防法等に基づき想定最大規模の水害に係る浸水想定等に対し
て、当該市町村の避難場所等や広域避難等も念頭に避難計画を検討し、そ
の結果を水害ハザードマップに反映する。 

　ただし、洪水、内水、高潮については、想定最大規模の水害と計画規模等
の水害で避難者数や安全な避難場所等が大きく異なる等、毎回想定最大規

避難勧告等に関するGL②P11より

模の水害に対する避難をする
ことが困難かつ現実的でない
と考えられる場合は、1次避難
場所から安全に2次避難場所
への避難ができるような移行
判断基準、2次避難場所等及
びそこへの移動手段等を検討
した上で、計画規模等の水害
に対する避難計画を水害ハ
ザードマップに反映することも
考えられる。  
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（５）浸水想定等に対応した避難場所２
（５－１）浸水想定等を考慮した避難所を設定している

＜主な課題・意見＞

●避難所が圧倒的に不足

●土砂災害警戒区域が、浸水
想定区域を囲んでいるため、避
難所に適した場所の選定が難
しい

●浸水区域が広いため、近隣
かつ浸水区域外の施設を選定
することが困難

●浸水想定区域にある地区セ
ンターは対策を考えている

＜主な周知方法＞

●HMの全戸配布、HP掲載

●住民説明会等

●浸水想定区域外に出ていれ
ば避難先を指定避難所に拘る
必要は無いことの周知
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（６）水害等リスクの高い地域１

＜概要＞

水防法により国及び県は洪水による被害が想定される河
川を指定。当該河川について市町が避難勧告等を判断する
目安となる水位を通報及び公表している。

＜県及び市町の対策＞

　○県は洪水の相当な損害を生じるおそれがある河川として

洪水予報河川を５河川、水位周知河川を４２河川を指定

※都田川は重複

  ○県は当該指定河川の「浸水想定区域」を指定、公表

（L2対応は19河川が完了、残る27河川は作業中）

　○市町は、市町地域防災計画に「浸水想定区域」ごとに

　　警戒避難体制を定め、ハザードマップを作成
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（６）水害等リスクの高い地域２

＜概要＞

土砂災害警戒区域は、急傾斜地の崩壊等が発生した場合
には住民等の生命及び身体に危害が生ずるおそれがあると
認められる土地の区域で、土砂災害を防止するために警戒
避難体制を特に整備すべき土地の区域。

＜県及び市町の対策＞

○県は「土砂災害警戒区域」を指定、公表

○市町は、市町地域防災計画に「土砂災害警戒区域」ごと
に警戒避難体制を定め、ハザードマップを作成

○県は災害対策基本法60条第１項の規定による避難のた
めの立退きの勧告又は指示の判断に資するため「土砂災害
警戒情報」を関係ある市町の長に通知
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（６）水害等リスクの高い地域３

＜主な提案＞
●総合防災訓練など地域住民が集まる機会にHM等を用いて説明する。

●浸水深が深い場所や家屋倒壊等氾濫想定区域などの立退き避難が必
要な区域は、土砂災害と同様に法律で指定して、不動産の売買等に説明
責任を課すなどの法整備が必要。

（６－１）水害等リスクの高い地域を住民が把握
していると思うか ＜主な周知方法＞

●HMの全戸配布、HP掲載

●避難所連絡会で、浸水想定区域図の
説明及び配布

●まち歩きなどによる住民自らが地域の
危険箇所を知る取組

●自主防災会による地区防災マップ作り

●自主防災会議、出前講座等での周知。
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（白紙）
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（７）要配慮者利用施設への情報伝達１
＜概要＞

・H29.5水防法等の一部を改正する法律が施行

・要配慮者を確実に避難させられるよう、「水害・土砂災害に係
る要配慮者利用施設における避難計画点検マニュアル」を国
交省と厚労省が共同により作成

【市町村の事務】 

・洪水予報や土砂災害に関する情報等を施設の所有者等への
伝達（水防法第15条第2項、土砂災害防止法第8条の2第3項）

【着眼点】 

□ 施設の所在する地域を洪水浸水想定区域として持つ河川
の洪水予報等、市町村からの避難情報、その他避難に必要な
情報について、①誰が、②どうやって、③何を収集（伝達）する
か明確に記載されているか 

水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設における避難計画点検マニュアルP6

- 21 -

（７）要配慮者利用施設への情報伝達２
（７－１）要配慮者利用施設への情報伝達方法を確立している

（７－２）要配慮者利用施設へ情報伝達するタイミングが決まっている

＜主な意見＞

●情報伝達方法及び伝達を
する部課の確定

●今まで情報伝達について施
設側と協議したことがない

●情報伝達のタイミングが全
員同じであること

●通信訓練を行っていないた
め、速やかに情報伝達できる
かが課題。

●各施設が自発的に情報収
集する意識付けが重要。防災
啓発に注力すべき。
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（８）要配慮者利用施設における避難確保計画１

＜概要＞

洪水及び土砂災害のリスクが高い区域にある要配慮者利
用施設の管理者等に対し、避難確保計画の作成、避難訓練
の実施を義務化し、利用者等の確実な避難確保を図る。

＜水防法、土砂災害防止法による主な内容＞（H29.6改正）

　①避難確保計画の策定

　②計画に基づく避難訓練の実施

●担保措置の創設

　①避難確保計画を作成しない施設管理者等に対して、

　　市町長は必要な指示を行うことができる。

　②正当な理由がなく、指示に従わないときはその旨を公表

　　することができる。
- 23 -

（８）要配慮者利用施設における避難確保計画２

＜主な課題・意見＞
●避難確保計画の作成を義務付ける施
設の選定

●選定による風評被害を懸念

●法改正内容等の正しい理解の促進

●活用しやすいように、静岡県GIS上で浸
水深、家屋倒壊等氾濫想定区域、浸水継
続時間などを表示

●県の民生教育部局からも各施設や市
の民生教育部局にも働きかけを願いたい

●避難支援者の確保

●医療施設の調整（医師会との調整に時
間を要する。）

●避難確保計画の作成を指導又は対応
する職員の人材不足

（８－１）避難確保計画の作成が予定通り進んでいるか

＜進捗の要因＞

●避難確保計画のひな型を配
布

●施設に対して直接作成指導等
を実施

●対象施設に対し説明会開催
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（９）風水害を想定した訓練１
『「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画』
　　　　　　　　　　　　　　　　（平成29年６月20日国土交通省）
【実施する施策】
避難勧告等発令の対象区域、判断基準等の確認（水害対応
タイムライン）

⇒水害対応タイムラインを活用して、河川管理者は洪水対応
訓練を実施し、また市町村は関係機関と連携して避難訓練等
を実施して、明らかになった課題等を踏まえ、避難勧告の発
令基準や水害対応タイムライン等を見直し。

『大規模氾濫減災協議会』
【具体的な取組】
避難勧告等の発令を想定した訓練の実施及び発令基準の点検
　　⇒避難勧告等の発令を想定した水害版図上訓練を実施し、

発令基準の点検及び見直しを図る。
- 25 -

（９）風水害を想定した訓練２

（９－１）風水害を想定した訓練を市町独自で
実施している

＜主な意見＞

●今年度中に、風水害を想定した災害対策
本部運営訓練を予定

●浸水想定区域図が作成されていなかった
ため未実施

●水防訓練において、災害対策本部内での
情報の流れを確認し、要配慮者利用施設へ
は避難情報の伝達訓練を実施

●要配慮者利用施設が作成した避難確保
計画に基づく情報伝達訓練、避難訓練の実
施

●バス会社と協定を結び、施設から避難所
への輸送訓練を行っている。

●地域住民、消防団と連携し、避難訓練や
手作りハザードマップの作成

●人的対応力不足。
- 26 -



41％

9％

24％ 26％

77％

３％

17％

３％

土砂災害警戒情報のプッシュ型情報提供に関する市町集計（速報）

◆土砂災害警戒情報のプッシュ型情報提供に関して、県内の市町を対象に取組内容
のアンケート調査を実施

○その他のプッシュ型情報提供の取組例

・同報無線を用いて、対象地区へ情報を提供
・避難対象地区の自治会長への電話連絡
・市町のホームページへの掲載

○携帯電話を活用した取組

緊急速報及び登録型メールを活用
登録型メールのみを活用
緊急速報メールのみを活用
活用無し　　　　　　　　　　　　

緊急速報及び登録型メールで発信
登録型メールのみで発信
緊急速報メールのみで発信
発信無し　　　　　　　　　　　　

図-２　土砂災害警戒情報の発信状況図-１　緊急速報メール及び登録型メールの活用状況

※緊急速報メール:
特定エリアの携帯電話等に一斉配信するもの
※登録型メール:
事前に登録を行った方に一斉配信するもの　　

対象：35市町 対象：34市町
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（白紙）
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て

い
る

と
こ

ろ
補

助
金

の
創

設
を

希
望

す
る

。

1
0

そ
の

他

■
被

災
市

区
町

村
応

援
職

員
確

保
シ

ス
テ

ム
の

構
築

に
伴

い
、
応

援
市

町
側

の
経

費
負

担
に

対
す

る
予

算
措

置
を

明
確

し
て

ほ
し

い
。

■
災

害
救

助
の

適
用

項
目

に
つ

い
て

、
被

災
市

か
ら

要
請

が
、
災

害
救

助
法

の
適

用
と

な
っ

て
い

る
か

分
か

ら
な

い
た

め
、

支
援

を
躊

躇
す

る
可

能
性

が
あ

る
。
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